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一時金△0.2月、


月例給（△0.19％）引き下げ、


55歳超え1.5％減額を強行





2010年度第19号


2010年8月10日








　定年延長に向けた制度見直しの骨格として、公的年金の支給開始年齢の引き上げに合わせて、Ｈ25年度から３年に１歳ずつ段階的に65歳まで延長することが適当とした。同時に50歳台の給与のあり方、60歳台前半の給与水準についての見直しも早急に行なうとしている。


　非常勤職員の育児休業等の取得について、法改正の意見の申出を行なうほか、介護休暇制度の導入についても措置すべきとした。


　人事院勧告が出され、今後は秋期闘争に向けてのたたかいへと移行していくことになるが、空知では長年にわたっての「独自削減」をどうしていくかといった課題がある。


　さらに注視すべきは、2012年からの「新たな労使関係」を見据えながら、今から運動の展開をしていくことが重要になってくる。


　単組・地本・道本部の連携を一層強め、より有利な交渉へと結びつけよう！





勧告のポイント





１　本年の給与改定


　⑴　月例給　　較差　△0.19％（△757円）


　　①55歳を超える職員　行政職（一）表の６級以上相当の職員


俸給・俸給の特別調整額（管理職手当）の支給額を△1.5％減額（俸給表の改正なし）


②中高齢層職員（40歳台以上）　俸給表を平均0.1％引下げ改定


　　　※①②のいずれも人材確保のため、医療職（一）表は除外


　　　※②の指定職は0.2％引き下げ、他給料表は行政（一）の均衡を考慮して引き下げ


　　　※①の該当者は、平均0.1％引き下げた俸給表の額にさらに1.5％減額


※現給保障の俸給月額は99.59％を乗じた額に引き下げ。


なお、①の対象職員は99.59％を乗じ、さらに1.5％に相当する額を減じる


　⑵　一時金


民間の支給割合　3.97月（公務の支給月数4.15月）


期末・勤勉手当を年間0.2月引き下げ　4.15月→3.95月


�
6月期�
12月期�
�
22年度  期末手当


勤勉手当�
1.25月(支給済み)


0.7 月(支給済み)�
1.35月(現行1.5月)


0.65 月(現行0.7月)�
�
23年度  期末手当


以降　　 勤勉手当�
1.225月


0.675月�
1.375月


0.675月�
�
上記の実施時期　法公布日の翌月施行


２　来年の給与改定（2011年４月１日施行）


　⑴　時間外勤務手当の割増率


月60時間を超える時間外勤務手当の積算に日曜日又はこれに相当する日の勤務時間を含める。


３　非常勤職員制度の改善


　　育児休業等の取得について、育児休業法改正の意見の申出を行うほか、介護休暇制度の導入についても措置。





本日（10日）、人事院は今年度の国家公務員給与等に関して①月例給は40歳台以上の俸給表を平均△0.1％、55歳を超える職員はさらに△1.5％②期末・勤勉手当は△0.2月分、③Ｈ25年度から定年年齢を段階的に65歳まで延長する制度見直しの骨格を提示④非常勤職員の育児休業等の措置、等について勧告を行なった。


公務員連絡会は、再三の指摘にも関わらずマイナス勧告を強行したことに強く抗議するとともに、政府に対し、勧告の取扱いは十分な交渉と合意を求めていく。








地本ニュースは道本部ＨＰ「単組・組合員専用」に掲載しています。単組の教宣作成時にご活用ください。


ユーザー名とパスワードは、道本部発行の新聞一面“左下”に記載しています。











　人事院は月例給について、民間給与との較差（△0.19％、△757円）を解消するためとして、中高齢層（40歳台以上）の俸給表を平均0.1％引き下げ、さらに55歳を超える職員（行（一）５級以下を除く）について支給額を定率（△1.5％）で減額するとした。また、現給補償者も同様の引き下げを行うとしている。俸給表の改定は若年層と医療職（一）表の改定は見送ることとなった。


　減額改定は法公布日の翌日施行となるが、４月から法施行までの較差相当分は制度調整方式がとられ、12月期末手当で減額される。


　一時金については、昨年８月から本年７月までの民間支給実績（割合）は3.97月であるとして、0.2月（4.15月分→3.95月分）引き下げ、配分は期末0.15月、勤勉0.05月を引き下げるとした。


　超過勤務手当は、月60時間の超過勤務時間の積算基礎に日曜日（相当する日を含む）の勤務時間を含めるとし、Ｈ23年度から実施としている。
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